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2018 年 6 月 20 日 

電子・電器業界 ～中国社会の IoT 化を背景に、買い替え需要が増加～ 
 
◆市場動向 ～17 年は輸出回復と中国社会の IoT 化が追い風に～ 
 
17 年の業界規模： 
売上高：13兆元（前年比 7％増）、税前利益：7180億元（同 11％増）、ハイテク製品輸出額：6674

億米ドル（同 11％増） 

 

「世界の工場」である中国は多くの家電で世界最大級の生産規模を誇り、輸出比率も高い。また、「世界

の市場」でもあり、米国と並ぶ世界有数の国内市場を持つ。17年は輸出が回復し、ハイテク製品の輸出

額は 4 年ぶりの 2ケタ成長を記録。国内景気の改善も追い風となり、業界全体では引き続き増収増益と

なった。中国社会の「IoT」（モノのインターネット）化が一段と進み、スマート家電への買い替え需要

を取り込んだ地場系大手が成長を牽引した。 

だが、18 年に入ると米中通商摩擦などが影響し、輸出は大幅に鈍化。競争激化によりメーカー出荷価格

の下落圧力も続く。国内需要は引き続き底堅いものの、中国企業・製品に対する米国政府の圧力は強く、

輸出は先行き不透明の状況となっている。 

 

◆業界の特徴 ～労働集約・輸出型から高付加価値・国内型へと徐々に転換～ 
 
生産・販売面： 
従来は典型的な労働集約・輸出型産業とされ、安価・豊富な労働力を強みに欧米など海外に輸出してき

た。だが、近年は競争の舞台が「世界の市場」である中国本土に移り、各社は大手量販店や E コマース

などを通じて販売拡大に注力。国内市場は住宅市況との相関性が高く、社会の IoT 化に伴うスマート家

電需要が支えとなっている。業界再編や製品のハイエンド化は着実に進む一方で、引き続き過剰生産に

よる価格競争、半導体など重要部品の海外依存といった課題も目立つ。国内勢の攻勢が目立ち、生活・

情報家電の多くの分野で国内ブランドが上位のシェアを握る。 

 
国際面： 
電子・電器製品は中国の主力輸出製品で世界を席巻するが、貿易摩擦のリスクも残る。人件費を含むコ

スト高が進み、近年は価格競争力が低下傾向に。このため、中国企業による M&A を含む海外直接投資が

活発となり、美的集団（000333）や聯想集団（00992）など大手は日米欧の家電資産買収に積極的だ。 

 
政策面： 
IoT 社会の到来に向け、中国政府は振興政策を加速。中国版インダストリー4.0 の「中国製造 2025」を

策定し、ハイテク産業化を志向する。特に中核部品の半導体は国産化・高付加価値化を重視し、豊富な

資金力と巨大な国内市場を武器に、日米韓台の大手との差を縮めようとしている。 

 
◆主要企業、主な取扱銘柄 ～スマート家電化を追い風に地場系大手は堅調～ 
 
多くの国有・民営企業に外資も加わり、激しい競争が続く。一部製品の市場が減速・縮小するなか、地

場系大手は主に製品構成の改善を支えに堅調な業績が目立った。完成品メーカーをみると、最大市場の

スマホでは華為技術や OPPO、VIVO など民営大手が国内シェアの上位を独占。スマホを含むエレクトロ

ニクス全般は半官半民の聯想集団がパソコンで世界最大級のシェアを握るものの、スマホ事業の不振で

赤字が続く。中興通訊（00763）も通信設備・端末を中核とするグローバル企業だが、米国からの罰金・

制裁措置で先行きは不透明だ。 

一方、中国の家電市場は総合家電大手が主役。海爾集団、海信集団、TCL 集団（000100）、長虹集団な
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どの地方政府系、並びに美的集団を筆頭とする民営系に分けられ、主力製品でトップクラスのシェアを

持つ。このうち、海爾集団の中核企業である青島ハイアールは白物家電に特に強く、傘下の海爾電器

（01169）はアリババグループと共同で家電の流通事業なども展開。スマート家電化が進み、17.12 期

はいずれも好業績となった。さらに民営の美的集団が積極的な海外 M&Aを通じ、白物・キッチン家電の

世界大手としての地位をさらに強化。東芝の白物家電事業や洗濯機大手の無錫小天鵝（200418）などを

傘下に置き、大幅な増収益になった。その美的集団を抜いて家庭用エアコンで世界首位に立つ格力電器

（000651）は国内売上高が大幅増で、好業績を記録。キッチン家電は老舗の老板電器（002508）が強

く、高級品の販売注力で業績拡大が続いた。 

他方、黒物家電の主力であるテレビは、海信集団傘下の海信電器（600060）が最大手。国内販売の減少

と製造コスト高で減益に後退した。一方で TCL 集団傘下のテレビ大手の TCL 多媒体（01070）は製品競

争力の向上により好業績と、明暗が分かれた。ほかに創維数碼控股（00751）や康佳集団（200016）な

どが上位に入る。さらに防犯カメラ分野は世界首位の海康威視（002415、政府系）、そのライバルの大

華技術（002236、民営）が強く、高い IT技術力を武器に防犯需要を取り込み、高成長が続いた。 

完成品メーカーに比べ、部品大手の収益性は概ね高く、地場系の有力企業は概ね好業績だった。特にス

マホ部品大手はカメラモジュールの舜宇光学科技（02382）、小型音響部品の瑞声科技（02018）、歌爾

（002241）、タッチパネルの欧菲科技（002456）、液晶パネルの京東方科技（200725）、華顕光電（00334）、

液晶ガラス基板の東旭光電科技（200413）などを含み、スマホ高機能化への迅速な対応で多くがシェア

を伸ばした。LED チップ大手の三安光電（600703）も好調。中核部品の半導体産業は世界的な需要拡

大を追い風に、後工程が主力の江蘇長電科技（600584）と天水華天（002185）、太極実業（600667）

などの業績が拡大した。もっとも、競争は激しく、前工程を担う中芯国際（00981）は減益に後退。さ

らに EMS（家電の受託生産）大手の富智康集団（02038）は投資の巨額損失などから赤字が続いた。 

 

主な取扱銘柄： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コード 社名 分類 通貨
売上高
増収率

純利益
増益率

時価総額 コメント

00285
BYD電

子
香港そ
の他

元
38,774

+5.6
2,585

+109.6
26,453

民営のEV・リチウムイオン電池大手「BYD」（01211）の傘下上場企
業。主力事業はスマホの部品・半製品の製造販売と、組立サービス。製
品・サービスのハイエンド化を進め、スマホの3Dガラス・セラミック部品
搭載機種に対応。成長分野として自動車IT部品にも進出する。

00751
創維数碼

控股
香港そ
の他

香港
ドル

46,260
+8.0

541
▲58.7

11,570

中国のテレビ大手。深セン市の民営企業で、「創維」ブランドは国内有数
のシェアを誇る。近年は4K、スマートテレビなどの高付加価値品に注力。
だがコスト高や為替損失などにより、18.3期は大幅減益の見通し。同期の
テレビ販売台数も前年割れとなり、経営立て直しが求められる。

00763 中興通訊 H株 元
108,815

+7.5
4,568

黒転
85,951

国内屈指のエレクトロニクス企業。「ZTE」ブランドでグローバルに事業
展開する。主力の通信設備部門は5G投資の拡大が追い風に。スマホ事業も
手がける。輸出規制違反による米国当局からの罰金処分で16年に赤字に転
落。18年には米国企業との取引が全面禁止となり、経営危機が発生した。

00981 中芯国際
香港そ
の他

米ド
ル

3,101
+6.4

180
▲52.3

53,264

上海市を本拠とする半導体ファウンドリー。事業規模は国内最大手クラス
で、国内と米国からの受注が主力。前身は民営だったが、幾度の買収を経
て、現在は国有資本の支配下にある。再編を経て半導体後工程を担う江蘇
長電科技を持分法適用としたことで、今後のシナジー効果に期待。

00992 聯想集団
ハンセ

ン
米ド
ル

45,350
+5.4

▲189
赤字

50,943

中国有数のエレクトロニクス企業。半官半民の「聯想控股」（03396）の
傘下にある。各国で事業展開し、パソコンではNEC、富士通の同事業を買
収するなど、世界最大級の規模。スマホ、タブレットPC、VR/AR端末な
どに強い。一方で買収した米モトローラ社は苦戦が続き、経営課題に。

02018 瑞声科技
ハンセ

ン
元

21,119
+36.2

5,325
+32.3

143,218

スマホ向けの小型音響部品を主力とする民営部品メーカー。高い技術力で
アップル社の最新「iPhone」などに搭載されてきた。近年は収益の安定化
をめざし、非音響部門を強化。特に光学部品を重視し、18年後半にハイブ
リッドレンズを出荷予定。製品構成の改善途上で18年は利益率が低下。

02038
 富智康

集団
香港そ
の他

米ド
ル

12,080
+93.8

▲525
赤字

10,360

世界最大のEMS企業「鴻海精密工業」の傘下で、携帯電話機の製造サービ
スを担当する台湾系企業。内外の有名メーカーから受注を受け、大口顧客
は華為、小米を含む中国企業。ノキアとの戦略提携に基づく新規事業でコ
ストが増加。印企業への投資で巨額損失を抱えるなど、収益性は悪化。
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コード 社名 分類 通貨
売上高
増収率

純利益
増益率

時価総額 コメント

02382
舜宇光学

科技
ハンセ

ン
元

22,366
+53.1

2,902
+128.3

172,339

中国最大級の光学機器・部品企業。浙江省の民営企業で、主力製品はスマ
ホ搭載用のカメラ部品・レンズなど。華為、OPPOを含む国内の有力メー
カーに納入し、海外にも輸出。3Dセンサーの量産化を目指す。同時に車載
用レンズ事業も重視し、18年の出荷量は3割以上増やす計画だ。

000100 TCL集団
深セン
A株

元
111,727

+4.8
2,664
+66.3

46,990

広東省に本拠を置く総合家電大手。各種製品・部品は国内外で高いシェア
を持つ。液晶テレビはTCL多媒体（01070）、スマホはTCL通訊（16年
に上場廃止）、AV機器は通力電子（01249）、液晶ディスプレーは華顕
光電（00334）が主に担当。有機ELの量産化に取り組む。

000333 美的集団
深セン
A株

元
241,919

+51.3
17,284

+17.7
436,186

中国最大級、世界有数の民営の総合家電大手。白物・キッチン家電を得意
とし、製品は国内外で販売。海外M&Aを推進し、東芝の白物家電事業、イ
タリアのセントラル空調大手、産業ロボット世界大手の独KUKA社などを
買収してきた。洗濯機大手の無錫小天鵝（200418）などを傘下に置く。

000651 格力電器
深セン
A株

元
150,020

+36.2
22,402

+44.9
345,640

家庭用エアコンの世界最大手。冷蔵庫、炊飯器を含む生活家電も手がけ
る。国内や新興国を中心に製品を販売。「IT家電」や「スマート化」を重
視し、スマホ、ロボットなど多くの分野で製品化に成功。広東省仏山市政
府が筆頭株主。董明珠・董事長は中国を代表する女性経営者として有名。

002185 天水華天
深セン
A株

元
7,010
+28.0

495
+26.7

14,884

甘粛省に本拠を置く民営の半導体（IC）封止・検査サービス会社。国内上
場企業で2位の規模を持ち、世界でも10位以内に入る。海外売上比率が約
6割と高く、ハイエンド比率の引き上げに注力。同社の封止・検査後のIC
はPC、通信機器、消費家電などに使用される。

002236 大華技術
深セン
A株

元
18,844

+41.4
2,379
+30.3

75,831

浙江省の民営企業。主力製品は「@lhua」ブランドで展開する防犯カメ
ラ・システムで、国有系の海康威視とはライバル関係。ネット大手のアリ
ババでクラウド事業を担当する「阿里雲」と提携し、クラウド、ビッグ
データの防犯サービスでの活用を目指す。

002241 歌爾
深セン
A株

元
25,537

+32.4
2,139
+29.5

38,980

「GoerTek」ブランドで展開する民営の部品大手。音響・光学・電子部品
の有力サプライヤーで、主にアップル、サムスンなどの海外メーカーに製
品を納入。製品の高付加価値化が17年の好業績に寄与した。AR/VR分野
も強く、ソニー、HTCなどのVR機器の製造・組立を独占受託する。

002415 海康威視
深セン
A株

元
41,905

+31.2
9,411
+26.8

418,770

「HIKVISION」ブランドで知られる防犯カメラ・サーバーの世界最大手。
国務院系の企業で、防犯関連設備・システム、運用・コンサルをワンス
トップで提供する。視覚認識、クラウド、AIを含む次世代ITに強く、製
品・サービスでの差別化を推進。海外売上比率は約3割に達する。

002456 欧菲科技
深セン

A株
元

33,791
+26.3

823
+14.4

56,645

民営の電子部品大手。「O-film」ブランドで展開するスマホなど向けの
タッチパネル、カメラ部品、指紋認証システム部品などで世界最大級の出
荷量を誇るほか、有機EL対応のタッチパネルの量産体制も構築。3Dタッ
チパネル、3Dセンサーを含む研究開発を進め、スマホの高機能化に対応。

002508 老板電器
深セン

A株
元

7,017
+21.1

1,461
+21.1

39,689

民営の老舗キッチン家電企業。主力のレンジフード、コンロ、消毒キャビ
ネットの国内シェアはいずれも首位をキープ。高価格帯・ビルトイン（埋
め込み）型のシステムキッチンを得意とする。地方都市への進出強化や自
社生産比率の引き上げを通じ、18.6期（中間）も増益が続く見通し。

200413
東旭光電

科技
深セン

B株
元

17,336
+127.2

1,744
+33.7

42,325

中国首位、世界4位の液晶ガラス基板メーカー。主力はTFT液晶用のガラ
ス基板。ハイエンドの8.5世代を量産化し、有機EL用ガラス基板に投資。
新素材「グラフェン」の開発に努め、リチウム電池などへの応用を進め
る。17年には申龍客車を買収し、EVバスの生産・販売に進出した。

200725
京東方科

技
深セン

B株
元

93,800
+36.1

7,568
+302.0

150,713

中国最大級の液晶パネルメーカー。世界でも上位に入る。TFTや有機EL技
術に基づく同社製品はスマホ、テレビ、パソコンなどに幅広く搭載。有機
ELでは中国を代表する企業で、発光材料の安定調達に向け出光興産と提
携。最新型有機ELの工場建設を加速している。

600060 海信電器
上海A

株
元

33,009
+3.7

942
▲46.4

21,135

山東省の総合家電大手「海信集団」の中核企業で、主にテレビなど黒物家
電を担当。17年もテレビの国内シェアは首位を維持。東芝のテレビ事業を
買収し、早期の黒字化を目指す。FIFAワールドカップの公式スポンサーと
しても有名。兄弟会社の海信科龍電器（00921）は白物家電を担当。

600584
江蘇長電

科技
上海A

株
元

23,856
+24.5

343
+222.9

27,627

売上高で中国最大、世界3位の半導体OSAT（後工程受託）企業。シンガ
ポールのSTATS社を18年までに完全子会社化し、海外での規模拡大に成
功した。半導体の組立・検査を受託し、製品をファブレス企業に納入。大
株主の中芯国際との連携を強め、研究開発やコスト削減を進める。

600667 太極実業
上海A

株
元

12,034
+25.1

418
+79.7

18,349

江蘇省無錫市の複合企業。主力事業は半導体の後工程（メモリーの組立・
検査）で、SKハイニックスとの合弁を含む複数の企業を経営。16年に半
導体、有機ELを含むハイテク設備の設計・EPCを主力とする十一科技を買
収。同企業は半導体・パネル工場に不可欠な防塵室の分野に強い。
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出所：政府サイト等
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中国のIoT産業規模（億元）

年平均

25％以

上の成長

IoT（物聯網）

様々なモノがインターネット

を通じてサーバーに繋がり、

相互に制御される仕組み。中

国は早くから「ネット＋」を

国家戦略に採用して推進。

5カ年計画（～20年）

関連する中核製品・部品、技

術の国産化を推進。さらに

様々な分野への応用を図り、

市場規模の1.5兆元以上への

拡大と企業育成を目指す。

 

 

 

 

 

◆注目されるトピックス ～「中国製造 2025」を堅持も通商摩擦に注意～ 
 
中国社会の急速な IoT 化に注目： 
中国社会の IoT 化を受け、関連産業の市場規模は 15 年に 7500 億元を突破したが、政府は 20 年までに

さらに2倍の1.5兆元に拡大する目標を掲げる。今後もスマホを代表格に各種家電でスマート化が進み、

AI、クラウドなど次世代 IT 技術の普及が進む中国で、関連市場の成長性は高い。国内市場はすでに買い

替え需要が中心となり、各メーカーによる IoT 対応の製品・サービスの投入が加速しよう。自社だけで

の事業展開には限界があり、競合同士、或いは業界の垣根を超えた提携・買収などの動きが注目される。 

 
 “強国化”に向け「中国製造 2025」を推進： 
最終製品をみると、中国の家電業界は価格面に加え品質面でも国際競争力をつけてきた。反面、中核部

品・素材などの競争力は先進国に見劣りし、特に重要部品の半導体は海外産に頼る状況が続く。さらに

アップル、ソニー、サムスンなどのような“世界ブランド”に欠き、「大国」であっても「強国」までは道

半ばといえる。このため、今後も国家戦略「中国製造 2025」は堅持され、イノベーション重視の産業政

策が続こう。ファンド設立や積極的な財政支援、海外 M&Aの奨励、業界再編などが見込まれ、地場系大

手には長期的な追い風に。 

 

米中通商摩擦がリスク要因： 
中国の家電メーカーは世界のサプライチェーンに完全に組み込まれ、このなかで海外事業の重点を従来

の輸出中心から、徐々に M&A を含む直接投資の拡大へとシフトしてきた。もっとも、中国は対米国を含

めて現在でも巨額の貿易黒字を稼ぎ、通商摩擦が激化しやすい状況にある。保護主義を強めるトランプ

政権は対中圧力を益々強め、すでに中興通訊は大きなダメージを受けた。華為、聯想、海爾、TCL、美的

など、海外展開を強めるほかの大手企業も、通商摩擦に巻き込まれる可能性は否定できない。 

                                      （中国部 畦田） 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

コード 社名 分類 通貨
売上高
増収率

純利益
増益率

時価総額 コメント

600690
青島ハイ
アール

上海A

株
元

159,254
+33.7

6,926
+37.4

147,801

山東省の総合家電大手「海爾集団」の中核企業。主に「海爾」ブランドの
白物家電を担当し、各種家電の国内シェアは上位に位置する。傘下の海爾
電器（01169）は家電の流通・物流・ネット販売などを展開。GE社の米
国家電事業を買収し、海外事業が拡大。一方で米中リスクも高まる。

600703 三安光電
上海A

株
元

8,394
+33.8

3,164
+46.0

94,065

照明などLED機器に使用されるLEDチップ・ウエハーの国内大手。総額
300億元以上の設備投資を実施し、生産能力の拡大に努める方針。LEDラ
ンプや自動運転、EVを含む自動車向けを成長分野に定め、専門子会社を設
立して事業を牽引。将来の収益源として期待される。

※時価総額は18年6月20日の終値に基づきブルームバーグから算出、単位は百万HKドル。換算レートは１元＝1.2HKドル。

※売上高・純利益などはすべてブルームバーグ提供の数値であり、当社HPと異なる場合がある。創維数碼控股(00751)と聯想集団（00992）は18.3期、そ
れ以外はすべて17.12期、単位は百万。
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2018 年 6 月 20 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

分野 コメント 関連銘柄

高機能スマホ

最も普及したIoT端末ともいえるスマホの中国国内市場は飽和状態にあ

るが、その規模は世界でも最大。今後は有機EL、デュアルカメラを含む

高機能化に伴う買い替え需要が中心に。

華顕光電（00334）、瑞声科技

（02018）、舜宇光学科技

（02382）、京東方科技（200725）等

スマート家電

IoT端末はスマホ以外の各種家電に波及し、すでにスマート家電が各社

の売れ筋となっている。この中で地場系大手の好調が目立ち、新ブラン

ドの創設やM&Aなどを積極的に推進。

格力電器（000651）、海信電器

（600060）、青島ハイアール

（600690）等

AI（人工知能）
AI技術は将来の注目分野。家電大手も自社製品への応用の可能性を探

り、製品化に成功した企業も出てきた。

青島ハイアール、美的集団

（000333）、科大訊飛（002230）等

AR/VR
「ポケモンGO」で注目を集めた同技術はAV機器やパソコン、光学機器

メーカーなどが戦略分野に位置付け、投資を拡大中。

聯想集団（00992）、歌爾

（002241）、欧菲科技（002456）等

国産半導体

IoTを支える中核部品。中国を中心とするアジア太平洋は最大市場を形

成し、世界的なIT需要の拡大で成長余地は大きい。中国は官民挙げて国

産化の動きを活発化。

中芯国際（00981）、天水華天

（002185）、江蘇長電科技

（600584）、太極実業（600667）等

FPC（フレキシ

ブル基板）

薄く曲げることが可能なプリント基板を指し、電子製品の小型化・ウェ

アラブル化に繋がる。

得潤電子（002055）、丹邦科技

（002618）、生益科技（600183）等

車(IoV)

EVの普及を追い風に、「IoV」（自動車のネット化）が進む見通し。自

動車もIoT端末の一つと位置づけ、電池、自動運転、運転支援システム

を含む関連分野への進出が進もう。

舜宇光学科技、BYD（01211）、東旭

光電科技（200413）、三安光電

（600703）等

5G（第5世代移

動通信技術）

IoTを支える次世代通信技術の5Gで中国は先行し、18年には世界に先駆

けて産業化へ移行する見通し。通信キャリアと設備メーカーには大きな

ビジネスチャンスに。

中興通訊（00763）、長飛光繊光纜

（06869）、東方通信（900941）等

北斗
中国独自のGNSS（衛星測位システム）技術。政府は20年までに全世界

での運用を目指す。部品・設備・システムのサプライヤーには追い風。

北斗星通導航（002151）、四維図新

（002405）、中国衛星（600118）等

スマートシティ

中長期的に続く都市化を踏まえ、IoT技術を活用した都市計画が全国各

地で広がりつつある。関連設備の需要は大きく、家電メーカーは自社の

IT技術を強みに製品化を強化。

大華技術（002236）、海康威視

（002415）等

ロボット
IoTにより、生産現場での産業ロボットの普及が一段と進もう。政府も

国家戦略「中国製造2025」を定めて設備自動化を積極的に推進する。

格力電器、美的集団、均勝電子

（600699）、上海機電（900925）等

出所：各種資料

「IoT」関連の注目分野
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主要家電の企業別シェア（★は地場系） 
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本　社　大阪市中央区高麗橋１－５－９　☎０６－６２２９－６５１１

東京第一営業部 ☎０３－３６６６－５５４１ 金 沢 文 庫 支 店 ☎０４５－７８０－５０２１

湘南サテライト ☎０４６６－５５－３１６１ 足 利 支 店 ☎０２８４－２２－１２３４

東京第二営業部 ☎０３－３６６６－７１３７ 伊 勢 崎 支 店 ☎０２７０－２５－３７８０

神 田 支 店 ☎０３－６３６１－９１９１ 伊勢崎駅前サテライト ☎０２７０－２５－３７８０

三 鷹 支 店 ☎０４２２－７１－１２５１ 焼 津 支 店 ☎０５４－６２１－１３１１

本 店 営 業 部 ☎０６－６２２９－６９０４ 和 歌 山 支 店 ☎０７３－４２３－６２１１

住 道 支 店 ☎０７２－８８９－５２３６ 有 田 支 店 ☎０７３７－５２－７１１０

寝 屋 川 支 店 ☎０７２－８２２－６３３３ 田 辺 支 店 ☎０７３９－２２－４６７８

金 剛 支 店 ☎０７２－３６５－１９０１ 新 宮 支 店 ☎０７３５－２２－８１５１

橿 原 支 店 ☎０７４４－２８－４７１１ 高 松 支 店 ☎０８７－８２２－０１０５

☎０１２０－７１１０－７６

succe-s@naito-sec.co.jp

☎０１２０－２０－９６８０

東 日 本 地 区

西 日 本 地 区

イ ン タ ー ネ ッ ト

コ ー ル セ ン タ ー

 

 

2018/6/20 広告審査済 

商 号 等 内藤証券株式会社　　金融商品取引業者　　近畿財務局長(金商)第24号　

本店所在地 〒541-0043　大阪市中央区高麗橋1丁目5番9号 主 な 事 業 金融商品取引業

資 本 金 30億248万円(平成29年3月末現在) 設 立 年 月 昭和18年4月

加 入 協 会 日本証券業協会　(一社)第二種金融商品取引業協会

指定紛争解決機関 特定非営利活動法人　証券・金融商品あっせん相談センター

連 絡 先 ご質問がございましたら、下記部支店までご連絡ください。

当 社 の 概 要

リスク等重要事項のご説明
リスクについて
〈株　　式〉株価および為替相場（特に外国株式の場合）の変動等により損失が生じるおそれがあります。

〈債　　券〉債券は市場金利の動向や発行者の信用状況等によって価格が変動するため、損失を生じるおそれがあります。さらに外国
債券は為替相場の変動などにより損失が生じる場合もあります。

〈投資信託〉組み入れた株式や債券など、有価証券の価格変動および為替相場の動向（特に外国通貨建て有価証券等を投資対象と
している場合）等により投資元本を割り込むおそれがあります。

〈株価指数先物・同オプション〉対象とする株価指数の動きにより損失が生じるおそれがあります。加えて、建て玉代金に比べ少額の
委託証拠金での取引が可能であり、株価指数の変動によっては損失額が委託証拠金を上回る（元本超過損）おそれがあります（オプ
ション買方の場合は買付代金とコストの合計額に限定されます）。

手数料について
〈株　　式〉①対面取引の場合、 i）国内株式は約定代金に対して最大1.15％（税抜き以下同じ、但し最低2,500円）。 ii）現地委託取引
による外国株式は売買金額に対し最大0.80％（但し買付け時のみ最低500円）の国内手数料をいただきます。加えて、現地手数料とし
て米国株式で外貨約定代金の最大0.50％、香港株式で同0.25％（最低50香港ドル）、上海・深セン株式で同0.50％必要となるほか、
各証券市場によってSEC Fee、印紙税や取引所税等の費用が掛かる場合があります。また、為替に関しては内藤証券が決定したレート
を用います。 iii）国内店頭（相対）取引による外国株式は当社提示の取引価格の中に手数料等（諸費用を含む）をあらかじめ加味して
おります。また為替は上記同様、当社為替レートを用います。②コールセンター取引の場合、 i）国内株式は約定代金に応じて最大
31,000円（最低2,500円）。ただ、月間取引回数等による割引きあり。 ii）外国株式は対面取引と同様です。③インターネット取引の場
合、 i）国内株式は手数料プランが複数に分かれており、この欄に表示するのが難しいため、詳細は当社HP（http://www.naito-
sec.co.jp/）にてご確認ください。 ii）現地委託取引による外国株式は売買金額に対して最大0.40％（但し買付け時のみ最低500円）の
国内手数料をいただきます。また現地手数料並びに為替レート等は対面取引と同様です。なお、インターネット取引では米国株式及び
国内店頭取引による外国株式の取り扱いを行っていません。

〈債　　券〉国内債券については売買委託手数料表をご確認ください。また、相対取引による外貨建て債券の売買に関しては当社が提
示する価格の中に手数料等（諸費用を含む）をあらかじめ加味しております。円貨と外貨を交換する際には、外為市場等の動向をふまえ
て当社が決定した為替レートを用います。

〈投資信託〉商品により異なりますので、詳細は「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧下さい。

〈株価指数先物・同オプション〉i）株価指数先物は約定代金に対して最大0.08％。 ii）株価指数オプションは約定代金の最大4.0％
（但し最低2,500円）。

◆本資料は、公表されたデータ等信頼できると考えられる情報に基づいて内藤証券が作成し、また記載された見解等
の内容は全て作成時点のもので時間の経過とともに不正確となる場合があり、過去から将来にわたって、その正確
性・完全性を保証するものではありません。内容は今後予告なく変更することがあります。◆本資料に基づいた投資
によって発生する損益は全てお客様に帰属します。内藤証券は、故意または重過失がない限り、責任を負いません。
◆本資料により提供される情報の著作権等の知的財産権は、引用部分を除き、全て内藤証券に帰属します。お客様
は、事前に内藤証券の書面による同意なく、本資料の内容及び情報を、複製、譲渡、修正、変更または転送等の行為
をすることができません。


